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(1) 

本稿において，労働市場の不完全競争性を前提とした動学的一般均衡理論の枠組みを基に，日米欧各

国労働市場の理論的・実証的分析を試みた。その結果，欧i+Iでは労働市場に対し改革推進の一方で各種

規制・慣行の残影が未だ存続することから，賃金設定に強い硬直性が見られること，他方，米国では企

業間・産業聞の自由な労働移動に伴う弾力的な労働需給調整メカニズムにより，賃金水準の硬直性は極

めて弱いこと．さらに日本では，近年，長期雇用・年功賃金 ・ 企業別組合という日本型雇用慣行が漸次

弱まるにつれ「内部労働市場」から一部「外部労働市場」への移行が進んだ結果，賃金水準は弾力的に

決定されつつあること，などが数値的に明らかとなった。
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I はじめに

米国連邦準備制度理事会（FR B ）は， 2015年12月の公開市場委員会で，政策金利の誘導目

標水準を 9 年半ぶりに引き上げた。それまでのゼロ金利状態である0.00～0.25% から0.25～

0.50%の水準である。サブプライム・ローン（i.e. 信用力の低い個人向け住宅融資）市場の混乱

に端を発した2008年の金融危機から 7年余り経ったいま，米国経済はほぼ危機的状況を脱した

と見ることができる。例えば失業率（U3ベース）は 5%台に低下し，コア・インフレ率も 1.5%

前後と安定的に推移してきている。実質経済成長率も 2%強となった。かくして F R B は2014

年10月の量的緩和政策解除に続いて今回ゼロ金利政策の転換を図り，いわゆるリーマン・ショッ

ク以降の類を見ない金融緩和政策を終鷲させた。

翻って我が国経済はどうか。 2012年末に安倍政権がスタートした。政府・通貨当局は非伝統

的金融政策を含む積極的な政策運営によって“失われた20年”の溝を埋めるべく努力を重ねて

来ている。しかしながら，政権担当期間の11四半期中 4 四半期がマイナス成長である。未だ道

半ばとしか言いようがない。さらには欧州経済も芳しくない。テロの拡散や中東からの難民増

大など社会的不安要因も加わって，欧州中央銀行はゼロ金利政策や量的緩和政策の継続を打ち

出している。かくして今や米国経済の回復振りが際立つている。

ところで，こうした景気動向に関して雇用は重要な問題である。各国政府共に雇用確保を最

重要政策課題として掲げている。好況時の完全雇用に対し不況時の失業発生は深刻な経済的社

会的状況をもたらす。不況時の失業問題はそれゆえ常に古くて新しい問題と言える。不況時に

おける

で、あつた。有効需要不足という新たなキーワードにより，拡張的財政金融政策の意義を説いた。

これに対し不況時には依然として市場の構造的要因に基づく“摩擦的”失業や経済主体の主

体的均衡条件に基づく“自発的”失業が存在する。労働市場が完全競争的，すなわち労働の企

業間・産業間移動が容易で、且つ労働需給が賃金のシグナル機能に基づいて弾力的に調整される

と，景気拡大に呼応して労働移動は活発化し，それゆえ雇用量は増加して賃金水準も上昇する。

したがってそのことは遅かれ早かれ家計消費の拡大に結びつき，企業の投資意欲を刺激するか

ら，一層の景気拡大に繋がる好循環を招来する。しかしながら，労働市場は次章で見るごとく，

各国それぞれが固有の構造的要因によって制約される。それゆえ，市場は不完全競争的となり，

賃金水準も硬直的・粘着的とならざるを得ない。企業・家計など経済主体は各制約条件のもと

で合理的予想形成に基づき将来に亘る利潤や効用の最大化を図るが，かくして，そうした主体

的均衡条件は市場要因という外部的与件により著しく歪められることになる。ここに，労働市

場の完全競争性を妨げる様々な構造的要因を取り除く官民一体となった努力が必要となってく

るであろう。このように，経済運営にあたって労働市場の完全競争性の確保は極めて重要な政

策課題のーっと言える。
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そこで本稿において，財サービス市場のみならず労働市場に対しでも不完全競争性を前提と

した動学的一般均衡モデルの枠組みに基づき，労使間の主体的均衡条件による最適賃金設定式

を導く。ついでそれら賃金設定式の「賃金硬直性」係数に関し，実際の時系列統計データから

マルコフ連鎖モンテカルロ法によるベイズ推定によって計測し外部的与件に基づく各国労働

市場の賃金硬直性の度合いを判断する。かくしてこうした一連の作業により，各国労働市場が

どの程度不完全競争的で賃金改定が硬直的・粘着的となるかを具体的数値により確認する。

n 各国労働市場

1 米国

アメリカの労働市場 I）は従来産業聞や企業聞の労働移動が極めて活発で、， Eつ賃金も市場原

理が貫徹した形で決定される。また，新たな産業の創出に伴う労働需要の増加に迅速かつ容易

に対応する。かくして，グローパル化の進展や技術革新，規制緩和等を通じて競争が激化する

なか，「エンプロイヤビリティ（労働者の就業能力）の引き上げ」「起業促進」「環境変化への適

応能力強化」「雇用機会の平等」などの雇用政策に関して世界の範となっている。

こうした円滑な労働移動が可能となっている背景には，年金や医療保険が異なる制度・職種

間や転職でも通算可能であり，労働移動に伴うコストが低く且つ労働移動の円滑さが担保され

ていることがまず指摘できる。また，人材派遣業の成長やインターネットを活用した求職・求

人サイトの普及などが，迅速・柔軟でより効率的な労働資源配分を可能としている点も見逃せ

ない。さらには高学歴化や職業訓練による労働力の質の向上などにより，需要に見合った労働

供給を可能とすることで労働需給のミスマッチを低下させている。加えて，ダウンサイジング

による雇用調整や経営効率化を目指したアウトソーシングが積極的に進められたことにより，

労働力の再配置を促した。そのほか，労働組合組織率，最低賃金，失業給付額の面で労働市場

が柔軟で、あったことなどの要因も挙げられる 2）。

2 欧州

他方，欧州は長い歴史や伝統・慣習を持ち， 文化や宗教，民族の対立に晒されたから， 20世

紀は様々な利害と衝突を調整するコンセンサス型の社会運営が欧州各国でそれぞれの状況にう

まく適合するような形で取り入れられた。労働市場に限って言えば，欧州の労働市場3）は相対

的に規制が強く，解雇は時として法廷闘争を伴うなど極めて難しい事に加え，若年層の雇用増

進のためとして55歳以上には早期退職勧奨制度が適用された。さらにまた，失業者には比較的

高い失業給付がかなり長期間支給された。したがって，やがては失業手当に寄生した長期失業

者や55歳以上層の高い失業率を生み出すようになり， 80年代以降は 8%以上の構造的失業が慢

性化するなど，労働市場は極めて硬直的であった。それに対し近年様々な制度改革が試みら
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れている。例えば，イギリスはサッチャ一政権以降，解雇を容易にして新規採用の促進化を図っ

たり，あるいは長期失業による貧困層の固定化改善を狙って失業者の自助努力や市場活用策を

取り入れるなどして，雇用の弾力化を推し進めている。オランダも実質賃金抑制策やパートタ

イム労働活用策などの制度改革を実施した。こうしたイギリスやオランダのような雇用政策は

「リベラル・ヨーロッパ型」と称されている。これに対し，フランスではいわゆる「ニュー・

ソーシャル型」の雇用政策を採っている。すなわち，週35時間に労働時間を短縮してその分多

数の労働者を雇用する政策 (i.e. ワークシェアリング方式）など，経済活性化のために市場の活

用を積極的に推し進める策を採る一方で，財政支出を増やして若年労働者の雇用を確保するな

ど，従来の伝統的な社会民主主義的政策をも保持している。その他， E U小国に見られるごと

く，労使と政府が一体となって労働環境の改善に向けて雇用政策を運営する「政労使協調（コー

ポラテイズム）型」雇用政策もある。欧州各国はこのようにそれぞれの現状を活かして歴史や

伝統の呪縛から開放された労働市場改革を展開している。

3 日本

翻って日本の労働市場4）を概観すると，「長期雇用」「年功賃金」「企業別組合」という 3 つ

の特徴をもっ日本型雇用慣行が存在する。こうした独特の雇用慣行は，必ずしも流動的とは言

えない日本の労働市場のもとで有効に機能した。すなわち，一定の知識・技能・技術を労働者

に蓄積させるためには，企業が長期間に亘る雇用を保障し且つ年功に応じた賃金支払いを社員

にコミットするという制度的な仕組みを必要とする。さらには横断的な職能別組合でなく企業

ごとの縦割り型組合の存在が，企業から人的資本蓄積に応じて適切に賃金が支払われているか

否かを監視しつつ長期的な信頼関係の中で各種暗黙的契約の履行を促す役割を果たした。かく

して， 日本の労働市場に多かれ少なかれこうした日本型雇用慣行という独特の構造要因の存在

することが，日本における今日までの急速な経済発展に対し重要な役割を担った。

しかしながら，低成長の時代に入ると，人的資本に対する収益率は低下した。したがって，

社内でコスト掛けて長期に亘り育成するようなそれまでの人的資本蓄積手法の重要性は低く

なった。かくして，一定の知識・技能・技術の蓄積を促すための制度的枠組みとして機能した

日本型雇用慣行の意味合いも必然的に薄れてきた。とりわけ資産価格バブルの崩壊以降，長期

不況に伴う企業のスリム化・リストラ化による雇用削減，社内業務を外部企業に委託するアウ

トソーシングの高まり，非正社員数の増加5）などが「内部労働市場」から一部「外部労働市場」

への移行を促進させたへこうした傾向が，日本の労働市場をして流動化や雇用制度の弾力化

に繋がる結果を粛した。

次にこうした各国労働市場の特殊性を前提とした理論モデルを構築してみよう。
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m 理論モデル

1 モデルの素描

我々の想定する経済では，企業，家計，政府・中央銀行の 3 部門から構成されるものとする。

企業 j は単位閉区間［0,1] c R1 に連続的に分布する。さらに各企業はブランド力などにより

差別化された 1 種類の財サービスを生産・販売する。家計 i も同様に単位閉区間［0,1] c R1 に

連続的に分布する。各家計は労働を企業に提供して賃金を受け取るとともに企業から利益配分

を配当として受け取り，さらに期をまたがる価値保蔵手段として保有する債券ストックの利子

所得とともにそれら所得を対価に財サービスを購入・消費する。

財サービス市場ならびに労働市場はともに独占的競争の状況下にあると仮定する。すなわち，

多数の企業が生産活動を行い，企業の市場への参入・退出が自由であるという点では競争的で

あるが，他方において各企業は，“差別化”された財サービスを生産することによって独自の需

要関数に直面ししたがって財サービス価格に決定力・支配力を有するという点では独占的で

ある。また，それぞれの財サービスはある程度まで相互に代替的であり，価格の過度の引き上

げは自社製品から他社製品に需要がシフトする可能性があるという意味では各独占的企業は

「競争」関係にある。他方，多数の家計も労働市場への参入・退出が自由であるという点では競

争的であるが，単純技能職，専門技術職，事務職， 管理職など独自の職業能力 ・ 経験に基づく

異質的な差別化された労働力を企業に提供することによって個別労働需要関数に直面しそれ

ゆえ，賃金率に決定力・支配力を有するという点では同じく独占的である。また， 労働も財サー

ビス同様ある程度まで相互に代替的であり ， 過度の賃金引上げ要求は競争的に他者へ雇用がシ

フトすることもあり得る。

債券取引に関しては，完全競争的な債券市場において利子率のシグナル機能を基に売買され

ると想定する。

こうした枠組みに基づき ， 合理的予想形成の下，各家計は所得制約式ならびに自らの設定賃

金率に対する個別労働需要関数を条件として将来に亘る効用を最大化する。また各企業は，そ

れぞれの生産技術構造と自己の設定する価格水準に対する個別財サービス需要量とを制約条件

として同じく将来に亘る利潤の最大化を図る。かくして，それら経済主体の主体的均衡によっ

て一意的に定まった財サービス需給量，労働需給量，債券ストック需給額が， それぞれの市場

でクリアーされ市場均衡が達成される。また，政府 ・ 中央銀行は金利を主要政策変数として物

価や景気の安定化という政策目標を追求する。

以下，これら動学的一般均衡（DSG E）モデルのスケッチをさらに厳密に定式化してみよ

ょ 7)
ノ。
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2 家計

a 選好

各家計（\iiE[O」］）は， \it ε ｛0,1,2，…｝に対して次のような同形的C RR A型（相対的危険

回避度一定タイプ）効用関数を持つものとする。
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ただし β （ε （0,1））：主観的割引率

ρ （＞ 0), v (>0 ） ： 定数

E 卜］：期待値オベレー タ

ρは異時点問の消費代替弾力性の逆数， すなわち，財サービス消費の相対的危険回避度を表し，

vは同様に異時点間労働供給の代替弾力性の逆数を表す。

ここで家計 i の財サービス消費指標 C(i）を， Dixit=Stiglitz 型集計指標8)

で定義する。ただし C(i,j） は家計 i の財サー ビス j の消費量を，また θ （ > 1) は財サービス需

要の価格に対する代替の弾力性を表す。したがって（2）式に対応 した価格指標P は，同じく

Dixit=Stiglitz 型集計指標9)
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で定義される問。ただし財サービス j の価格P(j） は後に第 3項で見るごとく，独占的競争下

にある各企業の利潤最大化行動から決まってくる。さらに L(i) は家計 i の労働供給時間を表

す。

b 予算制約式

家計 i の I 期における予算制約式を，

(4) fうCt(i) + Bt (i）壬 fう院 (i)L1(i) ＋ φl(i) + (1 ＋乃ー1)B1ーI (i ） 一久 （i)

で表す。ここでB(i） は財サービス価格Pをニューメレールにとった家計 1 の保有する名目債券，
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W(i） は企業から家計 l に支払われる時間当たり実質賃金率， L(i） は家計 i が企業に提供する

労働時間， φ（i）は企業から家計 1 に支払われる名目配当金， r は債券ストックの名目利子率，

r(i）は家計 i の支払う名目一括個人税である。

c 主体的均衡

各家計は，財サービス価格，名目配当金，債券利子率， 債券ストック保有額 (1 期前），名目

一括個人税が所与のとき，予算制約式の下で期待効用を最大とするように，今期の財サービス

消費量，実質賃金率，債券ストック売買額をそれぞれ決めるものとする。したがって， 家計 i

の最適化行動は，合理的予想の下，

(5) max附｛C,}{W,} : Ut(i) ＝具［ヱ二rβs t us (i)] 
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given Jうー ， ,Jう，φs(i), rs-I' BsーI (i), rs (i) 

Vi ε ［0,1]. Vt ε ｛1,2，・－｝

なる制約条件付き最大化問題を解くことで得られる。そこでまず家計 i の動学的ラグランジユ

関数を，

(6) L ＝屯tβS-t ｛ 陪と－~］

I J>. 1Bs1(i) φs (i）に(i) B (i) I 
＋人（i)I (1 十 九一， ） 一一一＋←一一＋玖 (i)Ls (i） 一一一－ Cs(i）ー」ー）｜｝

。 | ξ fうーl Jう fう fう | 

と置く。（6）式に「Kuhn-Tucker の定理」 11）を適用して 1 階の必要条件を求めると，以下のよ

うな t 期における各家計の主体的均衡条件を得る l訪日）。

(7) ac1 (i) : c1 (i) p =A.I (i) 

(8）杭(i） ： ん (i) ＝民Io ＋丹）AA,t+1 U)I 
I P1+1 I 
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(9) 
I . BT 1 (i) I 

E,lhmrーパ+tーI I = 0 (no-Ponzi-game 条件式）
’ l a づー IT~ ：； (1 十九 JI ~ 

である 14）。

d 個別財需要

つぎに家計 i は，個別財サービス (i.e. 'v'j ε ［0,1] ）ごとの消費需要を，個別財サービス価格

P,(J） が所与のとき，名目総支出額一定の下でそれら個別財サービス消費の総実質量を最大に

するようにそれぞれ決めるものとするものとすれば， l(i） を家計 i の財サービスに対する一定

の名目総支出額として，
。
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given P, (J),li(i) 

を解くことで得られる。すなわち，

となる 1 5）。

e 賃金設定

つぎに，独占的競争下にある労働市場での家計による最適賃金率設定を以下のごとく考える。

各家計にとって賃金率Wを引き上げる改定機会は限定的であり，企業との賃金交渉で賃金率

をいつでも欲するときに引き上げられるわけではなく 一定の確率に従ってランダムになし得

ると想定する (i.e. カルボ型粘着価格モデル16））。すなわち，家計 i が任意の時点で賃金率を据

え置く確率を OJw （ε （0,1）），賃金率引き上げ機会を得る確率を 1 - 0Jwとする。したがって，将

来に亘り賃金率を改定できないリスクがある状況下では，各家計は， 単に当期の効用のみなら

ず，将来に亘る効用の割引現在価値も含めてその最大化を図るものと考えられる。ところで，

当該経済では家計数は十分に大きいと仮定していたので，このことは，毎期一定割合 (i.e.

1-mw）の家計だけ賃金率の引き上げ改定機会が与えられることと同義である。さらに加えて，

各家計は，今期賃金率が最適水準W, = W／に改定で、きずこれを据え置いた場合でも，全般的な
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物価上昇に即し前期における物価の上昇率分だけは今期の賃金率にスライドさせることが可

能であるという，いわゆるウッドフォード型インデクセーション・ルールl乃の採用を考える。

かくして，家計 i の賃金率ならびに労働時間供給に関する最適化行動様式は，以下のように定

式化できる。

まず，集計的労働時間は，家計 i の個別労働供給時間 L(i）に対し η （ > 1 ）を企業による労働

需要の賃金に関する代替弾力性として， μ 三＿！＿＞ 0 で定義すれば，
η － 1 

μ
 

+ 1lills
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なる Dixit=Stiglitz 型集計指標18）に基づく集計式で表されるものとする。したがって，上述（12)

式に対応する全体的な実質賃金率Wは，

μ
’
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となる 19）。それゆえ，家計 l の個別労働供給時間 L(i）は，実質賃金支払額一定の下で投入労働

時間を最大化する企業の最適化行動により，

によって求められる20）。

かくして，先の（5）式で示された家計 i の条件付最大化問題に対し賃金率設定に関する次

のような最大化問題が導ける。

~＝ I L (i)l+v I 
（日） max川｝ : Et Ls=O （βlOw YIι（帆s (i)Lt+s (i） 一守工；－ I
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Lt+s (i) = I －－－－！－！：一｜山

1 ” t+s I 
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given P,_ 1 ,P,+sJ九s,Lt+s (s = 0,1,2…) 

Vi E [0,1]' '\It ε ｛1ム…｝

ただし Yw （ ε ［O,l］）はインデクセーション・ルールに基づく価格転嫁率である。 Yw =l であれ

ば，前期インフレ率の100%すべてを今期の賃金率に上乗せすることが可能ということを意味し

ているO また， ,1,1 (i）は家計 i の単位賃金率当り限界効用を表す。さらに ~o(i）は I 期に賃金率

改定の機会を得た家計 i の設定する最適実質賃金率を示している。

ここで，主方程式に両制約条件式を代入して実質賃金率院が）で偏微分し，この制約条件付

き最大化問題を解くと，次のような家計i の最適化行動に関する I 階の必要条件が導かれる21）。

国I rrs J ~ 1 P. l L ur l (16）旦ヱこ。（βWwYA, (i)L w ｵ I W0(i)IJ iC.：：.£：：！±£）ル」」±主 ~－ (1 ＋µ）」~1-0
+s 州市 I t Llk=l I 丹－2+k 九k I At+s (i) I 

・ ・・賃金率設定式

したがって，このことから，消費財サービスと労働の限界代替率の将来流列（i.e.

dC iハ Lt+surー」Lー＝一一一一）にマークアップ率（1+ µ）を掛けた式と最適実質賃金率院。（i） との聞に，
dLt+s (i) At+s (i) 

次のような家計 1 の賃金率設定に関する主体的均衡条件式が得られる22)23）。

ャ＝ ur 
(17) ~0(i) = (1 + µ)E1 主。／；＋コ土一一

.._.s=O s A,t+s (i) 

ただし

1+ｵ • 
、

（βWwY Lt+ 
，一

J t+s -

旦ヱこ。（βlUwY Lt+s~＋~ 

かくして家計 i に対して同質性条件を課せば，家計全体の集計的賃金率遷移式
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~ l (I -'"w )(W,o) * + (I仙
が求まる24）。ただし ~oは t 期に賃金率改定の機会を得た家計群の設定する最適実質賃金率で

ある。

3 企業

a 生産技術

各企業は，可変的生産要素である労働を投入し，差別化された 1 種類の財サービス z

（ε ［0,1] c R1）を生産する25）。各企業の生産技術構造はすべて同形的であるとする。したがっ

て，企業 j の t 期における個別生産関数 pi は， A,(j)( > 0 ）を技術水準 (i.e. 全要素生産性な

いしはソロー残差）としさらに A(j） を定常状態での技術水準とすれば， Wε ［0,1],

Vt ε ｛1,2，…｝に対して，

(19）毛(j) =pl （ム）= A, (j)L1 (j) 

ただし， At(j) =(At-I （｝））伊（互(j))lーψexp（ザu), c/i ～ i.i刈O，σ~｝） ＆ ψε ［0,1] 

で表せる。さらに定常状態で、の技術水準ないしは労働生産性 A(j） はここでは 1 に基準化され

ているものと仮定する26）。

b 最適化行動

独占的競争の状況下では，各企業はプライス・メーカーとして差別化された自社の財サービ

スに対して自ら価格を設定し得る。ただし各企業にとっては価格の調整機会は限定的であり，

自社製品価格をいつでも欲するときに変更できるわけではなく，一定の確率に従ってランダム

になし得ると想定する (i.e. カルボ型粘着価格モデルめ）。すなわち，企業 jが任意の時点で価

格を据え置く確率を OJp （ε （0,1）） ， 価格を変更し得る確率を 1- OJp とする。したがって，将来

にE り価格を改定できないリスクがある状況下では，各企業は，単に当期の利潤のみならず，

将来に亘る予想利潤の割引現在価値も含めてその最大化を図るものと考えられる。ところで，

当該経済では企業数は十分に大きいと仮定していたので，このことは，毎期一定割合（i.e.

1 OJp ） の企業だけ価格改定の機会が与えられることと同義である。さらに加えて，各企業は，

今期価格が最適水準丹 ＝ ~o に改定できず，これを据え置いた場合でも全般的な物価上昇に即

し前期における物価の上昇率分だけは今期の価格にスライドさせることが可能であるという，

いわゆるウッドフォード型インデクセーション・ルール約の採用を考える。かくして，企業 j
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の t 期における最適化行動様式は，合理的予想の下，以下のように定式化できる29) 0 

～ 一 ＂＇＝ sl~＋s(j) I 
(20) m侃x｛乃

s.t. ~＋s(j） 二 P,"(j) rr:o{ t-r η 
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given W山(j),A山(j), ~+s' Y,+s ( S ニ 0,1,2 …）

ただし/Jt+s は企業の最終所有者たる家計の限界効用で評価された企業 jの主観的割引率であ

IL. (;) -w;(J) 
り， /Jt+s ＝ βs 」土~（βε （0 1））で定義される 0 it:’ MC (j）（＝一一一）は企業 jの t 期

ん(j） ’ー， f At(j) 

における実質限界費用を表す。さらに ~o(j） は t 期に価格改定の機会を得た企業jの設定する

最適価格水準を， yp （ ε ［0,1］）はインデクセーション・ルールに基づく価格転嫁率をそれぞれ

示している。

したがって，各制約条件式を主方程式に代入し，設定価格 P,(J） で偏微分してこれら制約条

件っき最大化問題を解くと，次のような企業 j の最適化行動に関する 1 階の必要条件が導かれ

る初）。

"'= s IP,0(J)TTs ( P,-l+k (P θ 凡（j) I 
(21) Et ［三 月 （m ) r: ト－ II 卜一一 ｜一一一一一一 IJ = O ・価格設定式ムs=O +s P l+s I P,+s 1 lk=l l P, Z+k jθ1 At+s(j) I 

このことから，企業 jの価格設定に関する主体的均衡条件，すなわち，最適価格が実質限界

θ 
費用の将来流列に一定のマークアップ率（ ）を乗じたものと等しくなるという以下の関係

θ－ 1 
式が得られる31)32）。

P,o(J） θ ャ＝ w;+s (j) 
(22) ＝一一E1 ［芝 J山一一一一］

fう θ－ 1 ＇....，円，，， At+s(j) 
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-8 

"' p ‘' ,, P. ¥ 
/Jr+s叫｜（』立）＇ P 」ι l

g = I ヰ l P,+s 
t+s 一 ／ '" 8+1 

fヱ~ 0 I+ r P, 1-t s YP P, l 。β 刈｜（一二一） | 
u l J>,_, P,+s J 

ここで（22）式の右辺はすべての企業j にとって同一であるから，企業全般の集計的価格選

移式

ただし
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=l(l w,)(P, )' e +(l叫
が求まる初。上述式の P,o は t 期に価格改定の機会を得た企業群の設定する最適価格水準であ

る。

4 政府

a 財政収支

政府は，一括個人税 (i.e. 人頭税）による税収ならびに国債の新規発行額を基に，消費財サー

ビス指標Cで表示された財政支出Gならびに国債の利払いを行うものとし，且つ財政収支は毎

期単年度で均衡が達成されるものとする。したがって，政府部門の t 期における財政収支式は，

(24) 久＋(B, -Bt-1) = P,G, ＋乃ー，Bトl

Vt ε ｛1,2 …｝ 

なる式で表せる。ただし，本稿では財政政策の政策目標を所与と仮定し， したがって各期の財

政支出G，は一定値（G1 = G, Vt ε ｛1,2 ・・・｝）と仮定しておく。

b 金融政策

他方，通貨当局は，金融政策変数として名目金利水準をコントロールすると考える。したがっ

て，通貨当局の政策対応関数としては，次のようなオーソドックスなテイラー・ルール型を採

用する。
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I TI Y, l Xi 
(25) 1 ＋ η ＝ （1 ＋ 作 1 )X1I （」f2(-'-Y' I 

' ' ' I I10 Y I 

Vt ε ｛1ム－一｝

ただし%； (i = 1,2,3 ）はパラメータであり，且つあ ε （0,1）とする。かくして，通貨当局は 1

- P. 
期前の金利水準 ηーl の動向を踏まえつつ，現行インフレ率 TI ， ＝ －ι と目標インフレ率日。 と

' Pr-1 v 

Y, 
の~離や G D P ギャップ ＿＿＿！＿＿ の現況にも対応して今期の政策金利を操作すると考える。

y 

5 市場

第 2節・第 3節で見たように．各企業・各家計の主体的均衡に基づいて一意的に定まる個々

の財サービスの需給量，労働の需給量，債券ストックの需給額が， t 期において，完全競争市場

のみならず“見えざる手”不在の独占的競争状況下にある市場を含む各市場で全体としてそれ

ぞれどのようにして過不足なく完全にクリアーされるであろうか。

a 債券市場

債券市場は完全競争を仮定しているゆえ，各家計 i における債券の受取り額と支払い額は符

号が逆で絶対値が等しくなるから，模索過程における利子率乃のシグナル機能により，

(26) f~ B1(i)di = B1 

Vt ε ｛0,1,2 ・ ・・｝

となる。

b 財サー ビス市場

財サー ビス市場は独占的競争市場と仮定しているので， θ （ > 1 ）を個別財サービス需要の価

格に対する代替弾力性とすれば，家計 i .企業 j の最適化行動が逐次的に図られた結果，集計

的財サービス需給均衡条件

。
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が最終的に達成される。

c 労働市場

同じく独占的競争下にある労働市場において， まず最適労働供給量 L~ (i）は，家計の主体的

均衡条件式（＝消費財サービスと労働との限界代替率の将来の流列× 一定のマークアップ率）

一，・＿rwパi) ) T/ 
より決まる最適実質賃金率Wパi） と，さら l』」れl」Li(z) - 1 一一一 I L, （ η（ > 1 ）は労働需

I W, I ' 

要の賃金に対する代替の弾力性）なる式を組み合わせることによって求められる。他方，最適

労働需要量L~(j） は，企業の主体的均衡条件式で、ある実質限界費用の将来の流列に一定のマー

/~-B 
( P/(j) ) 

クアップ率を乗じたがり最適価格水準~o(j） が決まり，さらにこれと耳(j） ＝卜言－ I Yi 

（ θ （ > 1 ）は財サービス需要の価格に対する代替の弾力性）なる式とから最適生産量死(j）が

決まるので，個別生産関数削j)= A1 (j)L1 (j）の逆関数より労働需要量L了(j）が求まる。かく

して，集計的労働需給均衡式

。
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が労使聞の逐次的交渉により最終的に達成される。

N 対数線形化とカリプレーション

1 対数線形化

前章で展開した非線形的で複雑な形状の理論モデルに対し，本章において， より直感的な把

握を可能にするところの経済体系における定常状態からの近傍誰離に関する対数“線形”近似

式を求めてみる34)35）。以下でアルファベット小文字ならびに 1[は大文字変数の対数表示を意味

し，また （パー）付き変数は定常変数を，《（ハット）付き変数は定常状態からの対数線形誰

離を表す。ただし，金利 η ならびにインフレ率1rt に関しては単に定常状態からの線形議離を表

す。また，すべての家計・企業は同形的ゆえ， i,j について［0,1］区間で積分した変数の集計量を

用いる。そして， 経済は離散的時間の経過とともに tε ｛0,1,2，－一｝と継起的ないしは逐次的に進

行していくと想定する。
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その上で，それら定常状態からの近傍希離に関する対数線形近似式をもとにカリプレー ショ

ンをおこない， 主要マクロ経済変数の構造ショックに伴う動学過程を理論モデルで “複製”し

てみる。

2 対数線形近似式

a 消費オイラ一方程式

先の（7）式・（8）式より，

(EqOl) c, = E,cr+1 _ ＿！＿＿（~ -E,ft1+1) ＋ εf 
ρ 

を得る。

b 実質賃金率設定式

家計の賃金率設定に関する主体的均衡条件式（16）式・（17）式を用いれば，補論のような計

算によって

(Eq02) 
ム ー l ム ' βrふ , Yw ふ 1 ＋ βYw ふ上 βF ふ
一一一… 一一“ 一一一一一町 一 1 ＋ β 川 l ’ 1 ＋ β 竹町＋l ' 1 ＋ β “f l 1 ＋ β ～’ 1 ＋ βuハ+l

(1 －~w~－仰いr-v ~ －ρ ぇ］＋げ
(1 + ,8)11 ＋（出）vlww 

l ｵ } 

が導かれる。

c ニューケインジアン ・フイリップス曲線式

企業の価格設定に関する主体的均衡条件式（21) 式・（22）式を用いれば，

な計算によって

同じく補論のよう

(Eq03) 
< - YP 《 β 《 (1 －β(t)p )(1 -Wp) 

（科 － a，） ＋ ε？
I ＋βYP fーl 1 ＋ β＇rp f 川 (1 ＋ βYP)Wp 

が導かれるお）。

d 生産関数式

企業の生産関数（19）式より，
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(Eq04）丸 ＝ a, +1, 

を得る。また，技術水準 (i.e. 全要素生産性ないしはソロー残差）に関しては，同じく（19）式

より， lnA = lnl = 0 であることを考慮して

(Eq05) a1 ニ ψ a, l ＋ εf 

が求まる。

e 金融政策ルール式

通貨当局によるテイラー・ルール型政策反応関数（25）式より，名目利子率を政策変数とし

たところの

(Eq06) r1 = Xλ－1 +(1-X1HX2 （ゑr -Jr0)+ X3Yr ｝＋ εf 

なる金融政策ルール式を得る。

f 財サービス市場均衡式

各期の政府財政支出 Gtは一定値（GI =G, VtE {1,2・・・｝）と仮定したことから，財サービス

市場の需給均衡式（27）式に関し，

（附

となる。

g その他

(Eq08） εre =cf -E,_1c1 

(Eq09） εrw ＝ ホ － E, iw, 

(EqlO） ε？ ＝え － E, /t1 

(Eqll）ザ ＝ r1 - Eトλ

かくして，定常状態からの近傍誰離の対数線形近似式（EqOl) 式～（Eq07）式に対し，内生

変数は丸， cf' -wt,11 ，ιえ，Aの 7個となる。また，構造ショックは， 1 階の自己回帰過程に従う

技術水準。fとホワイト・ノイズ、過程に従う予測誤差 εf， ε；， Etn，ザの計 5 個である。
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3 カリブレーション

ここで構造パラメータを第 1 表のごとく設定しめ，さらに①金融政策，②インフレ率，③賃

金率，④消費，⑤技術水準のそれぞれに関して 1 標準偏差だけ構造ショックを与えると，第 1

図のような各インパルス応答が得られる。

かくしてこれらカリプレーション結果から，第 E章で展開した理論モデル体系は我々の経験

に照らして現実の経済の運行に良く合致したものと結論付けることができる。

第 1 表構造パラメータ

ノfラメータ ｛直 説明

β 0.99 時間的割引率

ρ 1.9 異時点聞の消費代替弾力性の逆数

v 2.1 異時点間労働供給の代替弾力性の逆数

OJp 0.6 価格据え置き確率

mw 0.5 賃金据え置き確率

γp 0.65 価格転嫁率

Yw 0.6 賃金転嫁率

μ 0.05 労働需要の賃金に対する代替弾力性

.%1 0.65 1 期前の金利に対する政策反応係数

.%2 1.6 インフレ率目標値との議離に対する政策反応係数

.%3 0.1 GD P ギャップに対する政策反応係数

π 。 。 インフレ率目標値（定数）

<p 0.85 全要素生産性の自己回帰過程係数

c 0.7 定常状態での消費性向 （ ＝ C /Y) 

σA 0.005 全要素生産性の自己回帰過程標準偏差

σ TI 0.005 インフレ率ショックの標準偏差

σR 0.005 金利ショックの標準偏差

σ w 0.005 賃金ショックの標準偏差

σ c 0.005 消費ショックの標準偏差
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v 実証分析

1 推計

a 回帰式

先の非線形賃金設定式（17）式に対し 補論で示した手続きに従えば以下のような定常状態

からの誰離を示す対数線形近似式を導くことができる。式の表記法は第 E章・第E章に従うも

のとする。

βr 《 l 《 β 《 1 ＋ βYw 《 Yw 《 t=f《《」｝
w1= E,w，，，＋－帆 l ＋一一－ E.Jr.ιl = Jr ＋一一忽 T ーごlw = a一院）

1 ＋βI f+l 1 ＋ βr 1 ＋βI ,.,_, l 十βf 1 ＋βI 1 _. ¥ t T r -r / 
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1 1 OJー (1βω）μ
ただし， h 一一一~ w (>0) 

I ＋ β OJw ｵ + (1+ ｵ)v 

ここで，最後の項の （vl1 ＋〆I）なる式は完全競争市場で決まる弾力的な実質賃金率を表すか

ら，係数ごの絶対値が小さいと賃金水準の硬直性は大きく，逆に 5 の絶対値が大きいと賃金水

準の硬直性は小さいことを意味する。すなわち，係数5 は「賃金硬直性」を示す指標と言える。

かくして実際の時系列統計データを適用して 5 を推計することにより，ここに各国労働市場の

賃金硬直性が計測できる。

したがって，先行事例に倣ってβ ＝ 0.99, V=2.l, Yw =0.6 と置き，さらに家計の財サー

戸 1-p

ビス消費量に関する効用関数をρ→lφ 二！＿＿＿＝ lnC，と簡略化する。その上で，上述した賃金
1 －ρa 

設定式を

Y1 = ~（2.If1+c1 ーホ）＋ εr

ただし， Yr 三 w1 o.497w1+1 -o.so3w1_1 -0.497fr1+1 +o.so1fr, -o.302えーl

εf ～ i.i.d.N(O， σ2) 

と定式化しさらに係数5の事前確率分布を「正規分布」，撹乱項の分散 σ2 の事前確率分布を

「逆ガンマ分布」（共役事前分布）としてそれぞれが独立に従うと仮定すれば，上述回帰式に「マ

ルコフ連鎖モンテカルロ法によるベイズ推定法（BI -MCMC）」を適用してごの推定量ごを

求めることが可能となる38）。なお本稿では具体的な計算のアルゴリズムとしては，ギブス・サ

ンプラー（Gibbs sampler）を用いた3旬。

b 推計対象・期間

推計対象は，日本の労働市場の他，米固ならびに英，独，仏，伊の欧州諸国労働市場とする。

また，推計期間は，必要な時系列データの採れる 1985年から最近時点までとする。

c データ

各国データは I MF (2015）を用いる。これらデータの一覧を示せば以下のごとくである。

なお，すべてのデータは年次ベースで1985年 ＝ 100.0 として指数化されている。

W：名目賃金支払い額（月額平均，ただし米のみ製造業時間当たり，なお伊は契約額ベース）

を消費者物価指数で実質化

日：消費者物価（英のみ小売物価）増減率

L ：雇用者総数
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C ：名目 GD E家計消費支出額を消費者物価指数で実質化

これら変数の定常均衡値からの近傍議離幅を Hodrick=Prescott フィルターによる傾向値から

の差で近似する。また各国のY1ならびに xt 三（2.lf1+c1 一川の両変数に対して拡張的
Dickey= Fuller 単位根検定（定数あり・確定トレンドなし；ラグ次数は Schwarz 情報基準により

自動的に決定）を施すと，「H。 ： 単位根あり」という帰無仮説をすべて 1%の有意水準で棄却

できる（第 2 表参照）。それゆえ，各国変数はすべてがレベル変数ベースで定常時系列 1(0） で

あると判断できる。さらに両変数に対しては平均値調整（demean）を施しておく。加えて， Y1

ならびに X1の両時系列変数に C USUM検定を適用し標本期間の凡そ30年間にその関係性に

対し大きな構造変化が無かったことを確認しておく（第 2 図参照）。

第2表 AD F単位根検定

x y 

日本 -3.72601 ＊＊大 -8.34 717* * * 

米国 -4.80917*** -4.86493*** 

英国 ー2.96787安安脅 -6目03003女女女

フランス -6.30822安安安 -4. 18432脅合合

ドイツ -6.78450＊＊女 -7.14953＊合＊

イタリア -5.44193*** 回5.09046***

: 1 %有意水準，＊＊： 5 %有意水準，＊ 10%有意水準

第2図 cusu M検定
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2 推計結果
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まず，マルコフ連鎖モンテカルロ法によるベイズ推定法に対し各国係数5 ならびに撹乱項

分散 σ2 の事前確率分布を第 3表のごとく設定する。ただし係数に関する事前分布平均は OLS

推計値を用いる。

第3表パラメータ事前確率分布

パラメータ 分布 平均 標準偏差

と；（日本） 正規分布 0.10 0.15 

~＇ （米国） 正規分布 0.07 0.05 

ι （英国） 正規分布 0.01 0.12 

~ ，（仏国） 正規分布 0.02 0.01 

~g （独国） 正規分布 0.00 0.03 

~； （伊国） 正規分布 0.00 0.02 

U;, U,, U,, Ur ， σg ， σ1 逆ガンマ分布 0.20 inf. 



不完全競争労働市場と賃金の硬直性一日米欧経済の事例分析ー (25) 25 

第4表パラメータ事後確率分布

Variable Mean Na'iveSE τ~series SE SD 95% Interval 

日本 ~j 0.10250 0.21410 0.00214 0.00218 [ 0.32730 0.52643] 

アメリカ c 0.07928 0.07608 0.00076 0.00077 (-0.07302 0.22921] 

イギリス ~e 0.03405 0.12020 0.00120 0.00111 [ 0.20415 0.27064] 

フランス ~f 0.02268 0.01308 0.00013 0.00012 [ 0.00333 0.00484] 

ドイツ ~g 0.01891 0.01322 0.00013 0.00013 [ 0.00737 0.04510] 

イタリア c ー0.01214 。目03534 0.00035 0.00036 (-0.08310 0.05785] 

Note: Sample Period= 198~ト2014

かくして，各国係数5の B I-MCM C推定量5 に対して第 4 表のような推計結果を得る。

ここで，ギブス・サンプラー・アルゴリズムにおいて最初の1,000個を初期値に依存する稼動検

査（burn-in）期間として捨てる。そして，その後の10,000個の標本を事後分布からの標本と考

えて採用し，事後分布の平均，標準誤差，標準偏差＋95%信頼区間を表示している。さらに後

述の添付図は，ギブス・サンプラーで得られた各パラメータならびに分散の標本経路（左部分）

と事後確率密度関数（右部分）を表示している。いずれの標本経路も安定した動きで十分に状

態空間全体を行き来していると見なされ得ることから不変分布に収束していると判定され， E

つ各推計値が事後確率密度関数の中央近辺に来ていることも分かる。また，標本のコレログラ

ムを作成すると標本自己相関は急速に減衰しており，したがって効率的にサンプリングしてい

ることも見て取れる。

各国のパラメータ推計値よ（＝賃金硬直性係数）を纏めた上述第 4表からは以下の点が指摘で

きる。

(1) イギリス，フランス， ドイツ各国の係数ごに関する推計値5は0.02～0.03 と米国の0.08に

比して低い。このことは，欧州、｜では伝統的に労働市場の各種規制が強く ， したがって市場は不

完全競争的で，賃金の決定も硬直的な状況を反映していると看倣し得る。

(2) イタリアの推計値はマイナスで符号条件を満たしていない。これは， I M F統計ではイタ

リアの賃金データは支払額ベースではなく契約額ベースが採用されており， したがって賃金決

定動向の実態を反映しているとは必ずしも言えず，他の関連経済変数データと整合的でないこ
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とに起因していると考えられる。

(3) アメリカの推計値から読み取れることは，アメリカの労働市場は極めて競争的で，それゆ

え賃金の決定も非常に弾力的ということである。人材がより良い雇用条件を求めてダイナミッ

クに動いてゆくこうしたアメリカ労働市場の特性は， 既に多くの論者が指摘しているところで

あるが，家計 ・ 企業による最適化行動のミクロ経済的ロジックを明示的に有する動学的一般均

衡理論に基づいた本実証分析結果でも，改めてそれが確認された。

(4) 独特の雇用慣行が存在する日本の場合， 賃金の決定はそれほど硬直的・粘着的とは言えな

いという推計結果になった。むしろアメリカと同程度かそれ以上に弾力的との値である。した

がって，資産価格バブル崩壊以降，企業のリストラ化の促進，アウトソーシングの高まり，非

正社員数の増加などもあって日本の労働市場は急激に変化してきており，日本型雇用慣行の存

在を欧州、｜の労働市場と同列に論ずることはもはやできなくなってきていると言える。

VI 結び

景気動向に呼応して安定した賃金を保障することは，各国政府とも最優先すべき重要政策課

題である。労働市場が不完全競争的であると賃金水準は硬直的 ・ 粘着的となり，このことは家

計の購買意欲を減退させ， さらには景気への波及を希釈させる。かくして巷間では働く気力を

喪失した失業者が増え， 経済活動のダイナミズムは削がれ， 時として社会的澱みや政治的不安

もが醸成される。したがって，各国政府は様々な政策を施行することで，不完全競争性を招来

する労働市場の構造的要因を除去せんと努めている。

そこで，本稿では，独占的競争という労働市場の不完全競争性を前提とした動学的一般均

衡理論の枠組みを基に，日米欧各国労働市場の理論的・実証的分析を試みた。すなわち，各経

済主体が諸々の制約条件の下で合理的予想形成に基づき将来にEる利潤や効用の最大化を図る

とき ， 労働市場の不完全競争性が賃金設定にどれほどの硬直性・粘着性を費すかを，マルコ フ

連鎖モンテカルロ法によるベイズ推定法によって実際の時系列デー タから推計した。その結果，

欧州では労働市場に対し改革推進の一方で各種規制 ・ 慣行の残影が未だ存続することから，賃

金設定に強い硬直性が見られること，他方，米国では企業間・産業聞の自由な労働移動に伴う

弾力的な労働需給調整メカニズムにより ， 賃金水準の硬直d性は極めて弱いこと，さらに日本で

は，近年，長期雇用・年功賃金・企業別組合という日本型雇用慣行が漸次弱まるにつれ「内部

労働市場」から一部「外部労働市場」への移行が進んだ結果， 賃金水準は弾力的に決定されつ

つあること，などが数値的に明らかとなった。
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補論 対数線形化

本補論において，

を加える40）。

理論式の対数線形化に際しやや煩雑な計算を要する若干の式に関して検討

対数線形化の方法

ある変数xi に対し， その定常状態を X とする。そして xi が X に極めて近いとき，各々対

数変換して定常状態の周りで 1 次のテイラー近似を採ると

え 三川 － lnX ＂＂主同 － X)
となる。すなわち，変数xi の定常状態Xからの近傍語離率は対数線形式で近似される。 した

がって，

一一－ X -X  
X exp x1 "" X exp (lnX1 -ln X) = X exp (In~） = X ~ = X1 

x x 

であるから，この式を用いて各変数を置き換えることにより，対数線形近似式を求めることが

できる41）。例えば， xi ニ Xexpx1 としたとき， d(exp王）／ di = exp王であるから，指数部分は

1 次のテイラー近似により

叫－ eが＝口p王仏 一王）（ただし王→（X - X))

となる。 したがって，王＝ 0 なので exp王＝ 1 より上述式は exp 去t ""I ＋えとなるから，これより

- x x 
X1 ""X(I ＋わ，すなわち~＂＂ x, (=lnX1 lnX ）によって変数xi の定常状態xから

x ' 

の近傍誰離率に対する対数線形近似式が得られる。

2 実質賃金率設定式

家計の賃金率設定に関する主体的均衡条件式（16）式・（17）式は
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E1L~＝o伽シベ元日中丸..rr::-r~ × 
(Al) 

卜日中吋－吋L，.，｛元日（即...reJ7+0 
であるから，この式に関して定常状態からの近傍霜離に関する対数線形近似式を計算すると 42>.

子1Yw flノ

W-lf-cw; ＋ヱ；＝I（山 l+k 引吋）一(1+ µ）ヤ

(A2) ヱこ。（βmwYI 1-Eλ 吋i. -v~土江主× | =0 
I ' '" ' ,,, ｵ w IT I 

｜｛可 － E,wr+s ＋ヱ；＝ICrwE/t,_i+k -E,fc,+k)} I 

となる。山川定常状態ではW ＝川

トェ＝I CrwE,ft, 1+k -E.九）叫＋s叫レv~ヨ×｜
ヱこ。（β＇mwYI ー μ | 

(A3) 
｜｛町 － E人s ＋ ヱ；＝1(YwE,ft，トi+k -E,ft,+k)} j 

I µ+v(I ＋µ） ャ｜I :v;-E,w1+s ＋五；＿，CrwE,ft, 1+k -E1frr+k)} I 
＝ ヱこ。（βmwYI ｵ ιl l=O 

I + E, wt+s + E,)"t+s -vE,l. s I 

であるから，

町＝ (1 － βmw）ヱこ。（β＇mwYﾗ 

(A4) 

{ ｵ ,)} L:=l (E,ft,+k -rwE，丸l+k) + E,wt+s + （叫ん －E 合 ＋s -E,)"t+s) ~ 
ｵ+v(I+ ｵ) I 

= (1-fJmw ）エこ。（βmwYヱ；＝t (Eλ＋k 一 YwEλ－l+k

+ (1 一βmw）ラ：∞ハ（β＇mwY ~ E，λJ ｵ (vEム 一 E,w,+s 一E《十S ↓
ー円 | 。 ｵ+v(I + ｵ) ιt 了。 ' ＇了。 , ,,, I 

が求まる。ここで
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エこ0 （βmwY ヱ；；j
l L W • jJ w 

なる関係式を用いれば43)'

(A5) 

合：＝ ヱこ1 （βmw Y (E/c1+s -YwEλl+s) 

+ (1一向w)L~；n （角川~E1w1+ + ｵ (vEん － E1w1+s - Eん i
＂＇－＇り I s ｵ+v(l+ｵ) I 

となるから ， この式の両辺にβ切wを掛けて 1 期繰り上げ，さらに元の（A5）式との差をとる

と

(1 － β切w)µ
也6) 町－βmwEr合·；＋！ ＝ βmw(Eλ+1 -rwξ）＋（1 －β＇mw）均＋ w (vl1 ーホ－ ,1,1)

ｵ+v(l+ｵ) 

を得る。

つぎに，家計全体の集計的賃金率遷移式（18）式に関して，

1 I _I_ ~ = I o ( P, 1 yw P, I ｵ I 
(A7) w ｵ=I (1 一 向）（W/) ｵ +(1 一向）L：＿，（的y何｜ー」ユ｜ よ斗 | 
|“l I sl ~－sー1 I ~I I 

の定常状態からの近傍誰離に関する対数線形近似式を求めると ，

(AS) 
、
，
，
〉
a
a
J

+ 
<7~

gk 

《
ず
川

F
 

γ
’
 

T
ム

+ 九
w
p

l

一
μれ

一
百

一
日
一

一w

＋

1

一
μ

w

• 

l

一μ

リ
）

一
一
W

的

ー
→μ

∞J

i「

v
－

d
 

ω
 

一
一

《
叫

l

一
μ一w

l

一μ

。ホ＝ (1 ー mw)[w; ＋工i ( mw Y {w;_s ＋ヱ；；1 (rw*r-k 一式＋I k)] 

となる。 ここで再び

玄；］叫

なる関係式を用いると，（AS）より

(A9）均＝(1-mw）ヱこ。《s ＋ エ二1 ( mw )s Crwfrr s 一丸l s) 
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が導かれる。したがって，この式の両辺に lVwを掛けて 1 期繰り下げ，さらに元の（A9）式と

の差をとると．

(AlO）均一 lVwルfーl = (1-mw）ψ； + mw(Ywii"rーl ーオI)

となるから，

＇~ 1 ' （（），，， ，《《、
(All) w; = 叫一一」」lYw1r1ー「 1r1 +wt 1) 

1 -mw 1 -mw、，

を得る。この（All) 式を先の（A6）式に代入すると ，

(Al2）一工ールt 一一台L(rwii"1 1 -ii"1 ＋合 ) 
1 -mw ' 1 -mw 

I ,.-,1 
一角川一土－Eψ1+1 ~（rwii"r -E1ii"1+1 ＋均）｝

” l-mw eι l-mw 

(1 一角川μ
＝ βmw(Eλ＋I - Ywfi"t) + (1 － β切w）而＋ (v/1 ールI -Al) 

ｵ+v(l+ ｵ) 

を得る。したがって， これを整理すると ，

(Al3) l丸一 wtーl +ii"/ -rwii"tーl

1 － 叫v (1 －βmw )ｵ 
＝ β（Etwt+I 一命1 + E1ii"1+1 Yw再）＋一一一 （叫－ 14う ーん）

叫v ｵ+v(l+ｵ) 

より，以下のような家計の実質賃金率設定に関する定常状態からの対数線形近似式（Eq02）式

が最終的に求まる。

Yw 《 1 ＋ βYw 《 β
(Eq02) WI = w + E w 1 + 7rtーl 一 π ＋ E it 

1 ＋ βr 1 1 ＋ βt t+ 1 ＋β1＋βf 1 ＋βI I+ 

一 (1 － βω川プm~ [wt -v ~ 一戸J
Cl+ P)l 1 ＋（子）市

3 ニューケインジアン ・ フィリップス曲線式

企業の価格設定に関する主体的均衡条件式（21）式・（22）式は
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(Al4) Et L~＝O (f3，何十－O+l)Y, ，，｛担；~.（n;'H, re)} 
［判~，（的..re）－古川ニO

ﾗ 

(31) 31 

であるから，この式に関して定常状態からの近傍誰離に関する対数線形近似式を計算すると，

........,= I - ...-.s IJYP ρ ←ー｜
(Al5) Ls=O （βWp)81 Qoq~ ＋ど （ypE オ － Eft ）二－MCEゆ l = O
ム｜ムk=I TI t t l+k t t+k θ － 1 I 

0 P.o " P.o 
となる。ただし Qiu 三」ー， q~ = ln（」ー）ならび、に m1 =lnMC1 と置く。

~ ~ 
したがって，定常状態

一 一ハ θ 一一 一一 θ－ 1
では Qo=l ならびに Qu= MC より MC= となるゆえ

θ－ 1 

(Al6）工。（向py[q； 十戸I (yPEtftt l+k -EtえよEi1nr+s]= 0 

を得る。 したがって，

附 q; = (1 － βWp ）工。（f3wpy [I:=, (E九 － yPEλ 1+k) + E《＋J

となるが， ここで

ヱこ。（βWp ）＇ ヱ；＝I (Etftt+k 一 件再点 l+k）＝－土－I= cβWp)'(Eλ 
l 一βWp ＂－＇同

なる関係式を用いれば，

(Al8) q; ＝ ヱ二＇（f3wpY ( E1ft1 

が導かれる。 したカ古って， この式の両辺にβWpを掛けて 1 期繰り上げ， さらに元の（Al8）式

との差をとると，

(Al9) q； βWpE/i:+1 ＝ βWp (E1ftt+I -YPftt) + (1 － βWp ）均f

を得る。

つぎに， 企業全体の集計的価格遷移式（23）式に関し，
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（必0) 1 = [(1仰山叫こ！（叫y{ Qt0-s re=! （κ＿，）＇＇ ~r 。l
と変形してこの式より定常状態からの近傍講離に関する対数線形近似式を求めると， 左辺は

lnl =0であるから，
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となる。したがって，

(A22）ど＝ーエ1(mpy{q;_s ＋ヱ；＝l (yPfrt k 一九l k)} 

を得る。ここで

エi (mp ）ヱ；＝！ (yPftt-k 一九1-k) ＝」~Iこ1 ( lUp y (yPftt s -ftt+I s) 
L """'W 

なる関係式を用いると，（A22）より

(A23）ど＝－2:_, (mpYぷs ーァ上一五二 （mpY （丹念f s -ftt+l s) 
ー＿，「 1 - lUp ＿，且

が導かれる。したがって，この式の両辺に lUp を掛けて 1 期繰り下げ，さらに元の（A23）式と

の差をとると，

（脳） q；叫ぶl 二 mA:-1 －」－：－ mp(ypft1_1 -ft1) 
L """'P 

となるから，

(A25）釘＝－：；－主主ー（え － rpftf-l)
1-lUp 

を得る。この（A25）式を（Al9）に代入すると

L泣尚三主－（ftt -yPftt み戸mp~（E九1-r内二存mp(E人1-rpね吋－/Jm山岳1
r.豆、

-ｷｷ>p 1一伊n



不完全競争労働市場と賃金の硬直性一日米欧経済の事例分析ー (33) 33 

を得る。したがって， これを整理すると，

(A27）え－ YP:ftt-1 ＝ β（E,ftt+I YPオ1 ）＋！二!!!Lo －βOJp ）めf
OJp 

一一－ w となるが， m, = w, -a, ( ｢:::? Mc, = __i_）より，以下のような企業の価格設定に関する定常状態, , , . A, 

からの対数線形近似式，すなわち説明変数に対してインフレ率のラグ項（＝パックワード・ルッ

キング的要素）に予想インフレ率（＝フォワード・ルッキング的要素）が加味されたところの

いわゆる“ハイブリッド型”ニューケインジアン・フィリップス曲線式（Eq03）が最終的に求

まる。

YP 《 β 《 (1 － β＇wp)(1-OJp) 
(Eq03) ff. =_____!::___ff + E ff + r r c w1 -a,) 

l[ t 1 ＋ βYP fーl I ＋ βYP t t+I (1 ＋ βyp)OJp 

添付図

マルコフ連鎖モンテカル口法によるベイズ推計値

各国推計式に関するパラメータ・分散の標本経路（左部分）

同事後確率密度関数（右部分）
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Figure 2 アメリカ
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注

1 ）アメリカの労働市場に関しては，経済企画庁（1998）第 3 章第 1 節， ditto (2000）第 2 章第 1 節，日本労

働研究機構編集（2001) を参照した。

2）アメリカの労働組合組織率は20 世紀後半から低下傾向が続いているが，藤原（2002）はそのように組織率

が低下した主な理由として，①就業構造の変化，②全国労働関係法の改正，③国際競争の激化，④雇用機

会均等委員会（EEOC）の活動，⑤労働組合幹部への反感，などを指摘している。

3）欧州の労働市場に関しては，経済企画庁（2000）第 2章第 2節，田中（2002）第N章を参照した。

4 ） 日本の労働市場に関しては，川口（2013），経済企画庁 0992）第 3 章・第 3 節，厚生労働省（2012）を参照した。

5 ） 川口（2013）によれば，日本における非正社員の増加を， ①労働者年齢の変化，②世代ごとの変化，③年次変化，

に要因分解すると，以下の点が指摘できるとする。

(a) 男性では若い世代で雇用の非正規化が進んでいる。すなわち，すでに雇用されている正社員はそのま

ま日本型雇用慣行のもとで信頼関係を保ちつつ，新たに入ってくる正社員数を縮小する方向に移行してい

る。

(b) 女性では，年次効果で雇用の非正規化が進んで、いる。女性は，そもそも日本型雇用慣行の中に入って
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いる人が少ないため，世代を問わず正社員から非正社員への転換が起きている。

(c) コーホート別に分析すると，平均勤続年数の短期化はかなり長期にわたって起こっており．これは正

社員・非正社員を問わず同様の傾向がみられる。

6 ）新卒採用後定年に至るまで一貫して同一企業で雇用される終身雇用制度の適用下においては，労働者の移

動や賃金決定が企業内の制度・慣行を通じて行われることから，そこに企業内の労働市場すなわち「内部

労働市場」が形成されていると見ることができる。これに対し賃金をシグナルとして労働力の需給調整

が行われる通常の意味での労働市場は，内部労働市場と区別して「外部労働市場」 と呼ばれる（経済企画

庁（1992）第 3 章 ・第 3 節）。
7 ）本節で展開した理論モデルの構築にあたっては， Erceg/Henderson/Levin (1999), Christiano/Eichenbaum/ 

Evans (2005), Iiboshi/Nishiyama/Watanabe (2006), Smets/Wouters (2003) (200η に依拠した。その他，加藤

(2007), Galiα008), Romerα012), Walsh (2003), Wickens (2008）を参照した。

8 ) Dixit/Stiglitz (1977). 

9) ibid. 

10）ある財サービス価格指標 fう (j）に対し各家計が（2）式に対応した一定の財サービス消費量の下で各自の

名目支出額を最小にするとすれば（3）式が導かれる（岡田（2015））。

11) Kuhn/Tucker (1951). 

12）岡田（2015）。

13）労働市場は独占的競争市場と仮定していることから最適実質賃金率玖（i) = W,パi) (<=>CJW,(i｝）は各家計の

最適化行動から決まるが，これら最適賃金率ならびに最適労働供給量の決まり方は第 e 項で議論する。

14) 1 階の必要条件は（7）～（9）に加え，さらに

ん (i）と O

I P, I Bl I (i)φ1 (i) . r, (i) B1 (i) I 
λ，（1)1 (1 ＋山）一一一一一＋一一＋院（叫（1） 一一一－ C,(i） 一一一）l=O 
’ I ' P, P,_I 耳， , P, , P, I 

が付加される。

15）岡田（2015）。

16) Calvo (1983). 

17) Woodfordα003) Chap.3. 

18) Dixit/Stiglitz (197η ． 

19）ある実質賃金率 W,(i）に対し，各家計が（35）式に対応した一定の労働供給時間の下で各自の実質賃金所

得を最大にするとすれば（36）式が導かれる（岡田（2015））。

20）岡田（2015）。

21) ibid. 

22) ibid. 

< s II p' 'Y" P 色， I 1 P. Y'' P 
23）ここで l L. , ~I －」斗工！！＿＿ I 」ユヰ｝＝｜」斗土土｜ 二Lなる関係式を用いた。

... .A.K-I I l P,-2+k J P,+k I l P, I J 凡s

24）岡田（2015）。

25）ここでは便宜的に z 三 jE (0,1）としておく。

26) (19）式において，

,.- Im  A - A 
A,(j) =(Aトl (j)ψA(j） ＇ ψexp(£11 ）コ lnAJj） ψInA1 1 (j) = (1-<p) In A(j) ＋ £，~1 

であるから，技術ショックの無くなった定常状態においても ψく l である限り技術水準ないしは労働生産

性 A,(j） は一定率で増加し，したがってそれを源泉として他の経済変数も増加 トレンドを持つ。それゆえ

こうしたトレンドを除去する作業が必要となるが，ここでは技術水準瓦(j）は 1 に基準化されているものと
仮定したから InA (j) =In I = 0，すなわち定常状態では技術進歩は不変となり ， したがって各変数からト

レンドを除去して再定義する必要はなくなる。

27) Calvo (1983). 
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28) Woodford (2003) Chap.3. 

29） φ，（）） は企業 j の t 期における単期利潤を表し， φ，（））は当期の利潤に加えて将来に亘る予想利潤の割引現

在価値も含めたものを表す。

30）岡田（2015）。

31) ibid. 

< s ( p し＇· Y"' r P. ‘ ]
32）ここで l lι ． ｜ーニ三土！＇.... I ＝｜」ユ土土 ｜ なる関係式を用いた。

...＿...＿目 l P,-2+k J l P,_l J 

33）岡田（2015）。

34）動学的一般均衡モデルの理論式に関する具体的な対数線形化計算については本稿補論を参照。

35）我々は既に定常状態での技術水準ないしは労働生産性は 1 に基準化されていると仮定したので定常状態で

は技術進歩率はゼロとなり， したがって各変数から増加トレ ンドを除去して再定義する必要はなくなる。

36）一般に今期のインフレ率がインフレ率のラグ項と限界費用（または GDP ギャップ）で「経験則」に基づき

説明される場合は“伝統的”フイリップス曲線と称される。これに対し，独占的競争市場と粘着価格をベー

スとした「新たな経済理論」によってインフレ率の将来予想と限界費用（または GDP ギャップ）で説明さ

れる場合は “新ケインジアン”フイ リップス曲線と称される （Roberts (1995））。 (Eq03）式では説明変数に

インフレ率のラグ項（＝バックワード・ルッキング的要素）に加えさらに予想インフレ率（＝フォワード・

ルッキング的要素）が加味されていることから，両フイリップス曲線の折衷ないしは交配したものとして“ハ

イブリッド型”新ケインジアン・フイリップス曲線式と称される（Gali/Gerti er (1999））。

37）本稿における構造パラメータの設定に際しては，この分野における先行業績の推計値を参考にした。

38）マルコフ連鎖モンテカルロ法によるベイズ推定法に関しては，岡田（2014）第 1 章・補論 1 を参照。

39）ギブス・サンプラー・アルゴリズムの計算ソフトは， Rの Markov Chain Monte Carlo Package (Copyright 

2003-2010 by Martin, AD., KM. Quinn, and J.H. Park）を使用した。本プログラム内容については， Martin,AD. 

eta！. α009) "Packge ‘MCMCpack’”(http:/ /mcmcpack.wustl.edu）を参照。

40）本補論は，庚瀬（2012）第 1 章， McCandlessα008) Chap.6, Smets/Woutersα006)' Uhlig (1999)(2003）を

基に纏めた。

41）直接に対数を採って 1 次のテイラー展開をせず，各変数を例えば X, =Xexp正t と置き換えることによ って

対数線形近似式を求めるこうした方法は，一般に「Uhlig の方法」と称される（Uhlig (1999) (2003））。

42) J, = X,(Y;-Z,)=0 と定式化された動学的時系列方程式において， x,*o のとき， J, =0 となるための十分

条件は，変数耳と z，の定常状態 Y,Zが等しく且つ定常状態からの近傍薬離率ム，z，が等しいことである。す

｝ぐ Y • Z -Z 《 ー
なわち， y， ＝→手ーと z, ＝」＝ーにおいて， y, =z，で、Eつ Y = Zであれば Y, =Z，~ J, =0 となることが

1 z 
容易に見て取れる。

43）一般に y ＝ ヱこ0olヱ；＝ l xk (I mlく I ）なる式において，添え字 kが s?. k の変数に対して m"xk は計算され，

他方， S く k なる変数に対しては計算されないので，

y ＝工0m" r:=l xk ＝ 工。ω乞こI(m'x,)=2よl仰
が言える。
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